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平成２０年（２００８年）第３回広島市議会定例会市長説明要旨 

〔平成１９年度（２００７年度）決算関係〕 

 

ただいま上程されました平成１９年度（２００７年度）広島市各会計

歳入歳出決算及び平成１９年度（２００７年度）広島市水道事業決算な

ど企業決算３件の決算認定案について御説明いたします。 

 

平成１９年度（２００７年度）の本市の財政状況を顧みますと、税源

移譲や定率減税の廃止などによる個人市民税の増収等により、市税収入

は３年連続のプラスとなりました。しかし、国の歳出・歳入一体改革の

影響などから、臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税が減少するな

ど、全体としては引き続き厳しいものとなりました。 

こうした中、平成１９年度（２００７年度）の一般会計の実質収支は

約２０億円の黒字になるとともに、市債の実質残高も年度末で約   

７，５７７億円となりました。 

平成１６年度（２００４年度）に取組を開始した「第２次財政健全化

計画」においては、累積赤字見込額の解消と市債の実質残高の抑制が目

標でした。最終年度である平成１９年度（２００７年度）の実質収支が

黒字になるとともに、市債の実質残高も計画額を２１４億円下回ったこ

とにより、全期間を通じて目標が達成されました。議会や市民の皆様の

御理解と御協力に、改めて深く感謝を申し上げます。 

 

また、平成１９年度（２００７年度）においては、財政健全化に向け

た取組を進める一方で、広島を「世界のモデル都市」とするための諸施

策についても、着実な推進に努めました。 

 

その主なものを挙げますと、まず、核兵器のない平和な世界の実現の

ため、平和市長会議を通じた活動を中心に、核廃絶運動の拡充と強化に

取り組みました。平成１９年度（２００７年度）は第７回平和市長会議

理事会を開催し、「２０２０ビジョン（核兵器廃絶のための緊急行

動）」をより効果的に推進していくための新たな行動計画を決定しまし
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た。 

また、同理事会では、これまで広島、長崎の両市で負担してきた平和

市長会議の活動経費について、加盟都市をはじめ世界中の財団、企業、

個人等に対し、支援のための寄附を呼びかけていくことも決定しました。

これに関連して、この寄附金を適正に管理運営するとともに、迅速かつ

効果的なキャンペーンを展開していくため、「２０２０ビジョンキャン

ペーン協会」という国際的ＮＧＯを設立し、その事務局を平和市長会議

の理事都市でもあるベルギー・イーペル市に設置することも併せて決定

しました。 

平和市長会議の加盟都市数は、平成１９年度（２００７年度）当初の

１，５７８都市から、５９２都市が新たに加盟したことにより、年度末

では２，１７０都市となりました。さらに、その後も加盟都市は増え、

本年９月現在の加盟都市数は２，４１０都市となっています。平和市長

会議の活動は世界的に評価されており、昨年１０月には、ドイツのフラ

ンツ・モル財団から「２００７ 核のない未来賞」が授与されました。 

また、欧州や北米等を訪問し、国際会議等での講演や関係機関との協

議などを通じて、平和市長会議の取組への賛同・協力を要請するととも

に、核兵器廃絶を求める国際世論を喚起しました。さらに、平成１９年

度（２００７年度）と平成２０年度（２００８年度）の２か年で行うこ

とにしている米国での原爆展について、平成１９年度（２００７年度）

は、首都ワシントンを含む１６州２９都市で開催し、被爆体験の証言や

原爆写真ポスターの展示などを通じ、被爆の実相を伝えました。 

そのほか、国内においても、核兵器廃絶に向けた市民意識の醸成を図

るため、「国際平和シンポジウム」を開催しました。 

 

環境問題への対応としては、 ごみ排出量の削減において昭

和５１年（１９７６年）の５種分別導入以来、全国の模範と

な っ て き た 本 市 と し て 、 市 域 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 を    

２０５０年までに７０％削減するという 全市的な目標である

「カーボンマイナス７０」を公表し、この長期的な削減目標

の達成に向けた取組を開始しました。  
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また、これまで実施していた地球温暖化防止キャンペーン等の取組や

「マイカー乗るまぁデー」も、引き続き、着実に実施しました。 

さらに、環境保全と資源利用の調和を図りながら森林を守り育てる

「広島市森林
も り

づくりプラン２１」の実現に向け、森林体験事業や人工林

の間伐支援を行うなど、平成１９年度（２００７年度）から導入された

「ひろしまの森づくり県民税」も活用して、市民との協働による森づく

りの推進に取り組みました。 

 

安全・安心な地域社会を実現するための取組としては、子どもの安全

対策について、地域ぐるみの学校安全体制整備の推進を図るため、昨年

９月に「広島市児童見守りシステムモデル事業」の運用を開始するとと

もに、引き続き、見守り・巡回活動などの取組を行いました。 

また、「減らそう犯罪」推進事業や流川・薬研堀地区安全なまちづく

り推進事業などに、引き続き取り組みました。 

さらに、災害時の防災拠点となる区役所、消防庁舎、校舎等の耐震化

に取り組むとともに、民間住宅の耐震性の向上を図るため、耐震診断経

費に対して助成を行いました。 

 

保健・医療・福祉施策としては、障害者自立支援法に基づくサービス

の円滑な実施に取り組むとともに、障害者施策を総合的に進めていくた

め「新障害者基本計画」を策定しました。 

さらに、高齢者の福祉や市民の健康づくりなどの充実に取り組むとと

もに、安佐南区、佐伯区において、地域福祉センター・保健センター・

福祉事務所の合築施設の整備を進め、安佐南区の施設は本年７月に開設

しました。 

子育て支援については、保護者の就労形態の多様化に伴う日曜日及び

祝日の保育需要に対応するため、新たに休日保育を実施するなど、「子

育て支援パワーアッププログラム」に掲げた取組を着実に進めました。 

 

教育の推進については、言語・数理運用能力の向上を目的とした 

「ひろしま型カリキュラム」の円滑な導入に向け、モデル校において、
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「言語・数理運用科」、「英語科」を試行的に導入し、実践研究を進め

ました。 

また、食育の推進を図るため、学識経験者、食育関係団体等で構成す

る推進会議を設置するとともに、「広島市食育推進計画」を策定しまし

た。 

文化の分野では、８月６日に行う「平和記念式典」と「とうろう流

し」との間の時間帯において、新たに青少年を中心とした平和・文化イ

ベント「ヒロシマの心を世界に」を開催しました。 

 

経済の分野については、広島経済をより活力あるものとするため、 

「広島アキハバラ塾」を新たに開設し、ＩＣＴを活用した起業や事業拡

大を支援しました。 

また、市民菜園の区画数を増加し、市民の農業参加を促進するととも

に、農業の多様な担い手の育成やひろしまそだち産品のＰＲによる地産

地消の一層の推進などに力を注ぎました。 

観光の振興については、「フラワーフェスティバル」や「ひろしまラ

イトアップ事業」などのイベントを充実させるとともに、旅行業者への

積極的なＰＲやインバウンド推進事業など国・県等との共同事業を実施

しました。さらに、広島の魅力ある特産品を全国的なブランドとして広

める「ザ・広島ブランド」認定制度の創設や水辺のコンサートをはじめ

とする「水の都ひろしま」の推進など、観光振興に積極的に取り組みま

した。 

こうした取組の結果、昨年の広島市への入込観光客数は１，０６２万 

４千人となり、３年連続１千万人を超え、過去最高の入込観光客数とな

りました。 

 

都心の活性化など、都市の活力を高める取組としては、新球場建設に

ついて、来年３月の完成を目指し、昨年１１月に本格的に建設工事に着

手しました。また、ヤード跡地地区に集客施設等を整備するため、昨年

１１月からプロポーザル方式による民間事業予定者の募集を行い、本年

４月に事業予定者を決定しました。  
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さらに、若草町地区や広島駅南口Ｂブロックの市街地再開発の推進、

現球場の跡地利用の検討などに取り組みました。 

そのほか、広島高速道路の整備の推進など、道路交通網の計画的な整

備を図りました。 

 

こうした取組の結果、平成１９年度（２００７年度）の歳入歳出決算

は、企業会計を除く一般会計など２４会計で、歳入総額が９，９４７億

２，７５２万９，１１６円、歳出総額が９，８３１億７，９２０万  

９，０１６円、差し引き形式収支が１１５億４，８３２万１００円とな

りました。 

また、これから翌年度への繰越財源を差し引いた実質収支は７１億

９，７２３万７，４８５円となり、収支の均衡を保ちながら、所期の目

的を達成できたと考えております。 

 

このほか、公営企業である水道事業、下水道事業、病院事業について

も、市民サービスの向上や経営の効率化などに努めました。 

 

以上が、ただいま上程されました平成１９年度（２００７年度）広島

市各会計歳入歳出決算及び平成１９年度（２００７年度）広島市水道事

業決算など企業決算３件の決算認定案の概要です。 

 

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。 


